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   香取広域市町村圏事務組合警防規程 

平成21年４月１日 

訓令第２号 

改正 平成28年４月１日訓令第１号 

平成31年３月18日訓令第５号 

令和３年２月25日訓令第３号 
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 第10章 雑則（第55条―第59条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、香取広域市町村圏事務組合消防本部、消防署の警防計画、災害 

 現場活動、救急救助活動及び訓練等に関し必要な事項を定めるものとする。 



 

2 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ 

 ろによる。 

 (１) 消防隊 消防用機械器具を装備した隊をいう。 

 (２) 救助隊 人命救助を行うため必要な特別の救助器具を装備した隊をいう。 

 (３) 指揮隊 災害現場における情報収集及び現場指揮支援並びに安全管理等を任 

  務とし、指揮隊員等が指揮車にて出動する隊をいう。 

 (４) 救急隊 傷病者を搬送するに適した設備と救急業務を実施するために必要な 

  器具及び材料を備え付けた隊をいう。 

 (５) 現場最高指揮者 現場において指揮統制を行う最高責任者を次のとおり定め 

  る。 

  ア 第１出動時の現場最高指揮者 大隊長（指揮隊長）又は上級指揮者 

  イ 第２出動時の現場最高指揮者 管轄消防署長（以下「署長」という） 

  ウ 第３出動時の現場最高指揮者 消防長 

 (６) 警防本部 災害の種別、規模等に応じて消防本部内に設置するものとし、消 

  防活動の総括的指揮統制を行う最高決定機関をいう。 

 (７) 情報管理室 消防本部に設置する通信設備により災害に関する情報及び命令 

  の伝達、報告等を的確に処理するために勤務する場所をいう。 

 (８) 警防活動 火災その他の災害又は事故の発生した場合の被害を最小限度にと 

  どめるために行う活動及びこれに備える体制をいう。 

 (９) 警防計画 火災その他の災害を最小限度にとどめるに必要な事前の計画をい 

  う。 

 (10) 特別消防対象物 消防法施行令（昭和36年政令第37号）別表第１に掲げる防 

  火対象物（第18項から第20項までに掲げるものを除く。）及び危険物の規制に関 

  する規則（昭和34年総理府令第55号）第33条第１項各号に掲げる防火対象物をい 

  う。 

 (11) 消防危険地域 火災の対象及び事象のいずれから判断しても延焼の危険が極 

  めて大きいと認められる地域をいう。 

   第２章 警防計画 

    第１節 通達 

 （計画区分） 
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第３条 警防計画は次の区分に従い署長が策定するものとする。 

 (１) 防火対象物・特殊建物等警防計画 

 (２) 伝統的建造物群保存地区等警防計画 

 (３) 消防危険地域警防計画 

２ 署長は、前項の警防計画を策定し、又は変更しようとするときは、管内状況を掌 

 握し適正な運用を期さなければならない。 

    第２節 防火対象物・特殊建物等警防計画 

 （防火対象物・特殊建物等警防計画の策定） 

第４条 署長は、特別消防対象物及び消防危険地域のうち別表に定めるものについて、 

 防火対象物・特殊建物等警防計画を策定し、次に掲げる文書等を作成しなければな 

 らない。 

 (１) 防火対象物・特殊建物等警防計画書（別記第１号様式） 

 (２) 配置図（別記第２号様式） 

 (３) 平面図（別記第３号様式） 

 (４) 立面図（別記第４号様式） 

 (５) 付近見取図（別記第５号様式） 

    第３節 伝統的建造物群保存地区等警防計画 

 （伝統的建造物群保存地区等警防計画の策定） 

第５条 署長は、文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定による伝統的建造物 

 群保存地区について、伝統的建造物群保存地区等警防計画を策定し、次に掲げる文 

 書等を作成しなければならない。 

 (１) 伝統的建造物一覧表（別記第６号様式） 

 (２) 伝統的建造物群保存地区等警防計画書（別記第７号様式） 

 (３) 伝統的建造物群保存地区等物件別警防計画書（別記第８号様式） 

    第４節 消防危険地域警防計画 

 （消防危険地域の設定） 

第６条 消防危険地域は、次の要件を詳細に調査し、署長が設定する。 

 (１) 火災認知の難易度 

 (２) 道路、地形、地物及び水利の状況 

 (３) 庭園、路地その他空地の有無 

 (４) 建築物集合の査察並びにその構造及び種別 
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 (５) 爆発物件、引火性物件、毒物、その他危険物取扱所等の集合の有無 

(６） 木造建築物が密集した地域で、火災が発生したとき特に延焼拡大が著しい

と予想される地域  

 (７) その他消防活動及び延焼危険のある建物等 

 （消防危険地域警防計画の策定） 

第７条 署長は、管内の消防危険地域を実地調査した上、火点を想定し消防危険地域 

 警防計画を策定し、次に掲げる文書等を作成しなければならない。 

 (１) 消防危険地域警防計画書（別記第９号様式） 

 (２) 付近図（防ぎょ図）（別記第10号様式） 

２ 広大な消防危険地域は、通路、地形、地物に小範囲により区分して計画するもの 

 とする。 

 （消防危険地域警防計画の策定要領） 

第８条 前条に規定する警防計画は、次に掲げる事項を想定して策定しておかなけれ 

 ばならない。 

 (１) 出動消防隊 

 (２) 各署所からの距離 

 (３) 各隊の到着順序 

 (４) 各隊の進入担当方向 

 (５) 使用水利、口数及び必要ホース 

 (６) 人命救助の方法 

 (７) 爆発物件、引火性物件、毒劇物その他の危険物等の種類及び貯蔵取り扱い数 

  量 

 (８) その他警防上必要とされる事項 

   第３章 情報管理室 

 （情報管理室の設置） 

第９条 警防活動に関する警防通信及び救急活動に関する救急通信を行うため、香取 

 広域市町村圏事務組合消防本部の組織等に関する規則（平成18年香取広域市町村圏 

 事務組合規則第15号）に基づき消防本部に情報管理室を置く。 

２ 消防通信の運用は、香取広域市町村圏事務組合消防通信管理運用規程（平成18年 

 香取広域市町村圏事務組合訓令第21号）の定めるところによる。 

   第４章 消防隊及び救助隊の編成 
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 （組織及び編成） 

第１０条 警防本部の組織は、香取広域市町村圏事務組合消防署の組織に関する規程 

 （平成18年香取広域市町村圏事務組合訓令第５号）に基づき別図第１のとおりとし、 

 消防隊及び救助隊（以下「消防隊等」という）の編成は消防長が別に定めるものと 

 する。 

   第５章 管内情勢等 

 （警防調査） 

第１１条 署長は、管轄区域内の状況を把握し、消防活動の円滑な推進を図るため次 

 の事項について所属職員に警防調査を実施させなければならない。 

 (１) 消火栓及び防火水槽の維持管理の状況並びにプール、河川等これらに属する 

  水利。 

 (２) 放置された物件、道路工事又は占有等の状況。 

 (３) 消防対象物の位置、構造及び収容人員等の実態並びにこれらに適応する活動 

  要領。 

 (４) 危険物、毒劇物、ガス、核燃料物等の貯蔵又は取扱い場所及びこれに適応す 

  る活動要領。 

 (５) 道路、橋、地勢及びこれらに類する地理。 

 (６) その他活動上必要な事項。 

２ 前項各号の調査中、警防活動上支障となる事案のあったときは、必要な処置を講 

 じなければならない。この場合において、緊急を要するものにあっては、速やかに 

 処理するよう努めるとともに、直ちに署長に報告しなければならない。 

３ 署長は、消防活動上特に必要と認める情報等を認知したときは、その旨を消防長 

 に報告しなければならない。 

 （待機） 

第１２条 隊員は、いかなる場合であっても出動命令を受けたときは直ちに出動でき 

 るよう態勢を整えておかなければならない。 

   第６章 警防活動 

 （火災出動体制） 

第１３条 消防隊の出動区分は、ちば消防共同指令センターの指令判断基準に基づき 

 特命出動、第１出動、第２出動、第３出動とする。 

２ 前項に規定する第１出動、第２出動、第３出動の体制は、次のとおりとする。 
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 (１) 第１出動 火災等の覚知又は通報による出動をいう。 

 (２) 第２出動 現場最高指揮者は、出動途上又は現場到着後において、火災の現 

  象状態等により部隊増強の必要があると認められたときは、直ちに第２出動部隊 

  の出動の命令又は要請をするものとする。 

 (３) 第３出動 

  ア 現場最高指揮者は、第２出動体制において、火災の現象、状態等により部隊 

   増強の必要があると認められたとき、直ちに第３出動部隊の出動の命令又は要 

   請をするものとする。 

  イ 消防長は、市街地、密集地等で発生した大規模火災又は地震、異常乾燥、強 

   風その他の要因により大火に発展するおそれがある場合は、全消防隊に出動を 

   命ずるものとする。 

 （出動区域） 

第１４条 消防隊等の出動区域は、ちば消防共同指令センター出動計画により直近選 

 別方式とする。 

 （出動） 

第１５条 出動は、ちば消防共同指令センターが発する火災指令等の出動指令により 

 迅速に出動するものとする。 

 （出動後の報告） 

第１６条 災害現場に最先着した部隊の指揮者（最先着隊長）は、災害の状況に関す 

 る次の事項を、ちば消防共同指令センター及び大隊長（指揮隊長）を含む後着隊に 

 報告しなければならない。 

 (１) 災害状況の把握（対象物の概要、火点、人命危険、延焼状況等） 

 (２) 初動時の活動方針の決定及び後着隊への指示 

 (３) 消防隊の増強要請及び部隊縮小等、その他の必要事項 

２ 情報管理室長は、前項の内容を消防長、次長及び署長に報告しなければならない。 

 （指揮隊） 

第１７条 指揮隊は、原則として組合管内で発生した火災（その他の火災は除く。） 

 の消防活動、災害による救助活動及び特殊な災害の消防活動に出動し、次の事項を 

 行うものとする。 

 (１) 現場最高指揮者へ指揮支援、命令伝達及び関係者等との連絡調整 

 (２) 災害実態の把握、部隊運用及び安全管理、情報収集及びちば消防共同指令セン 
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  ターとの連絡 

 (３) 警防本部との情報連絡、現場指揮本部の設置及び運営 

   第７章 災害現場の活動 

    第１節 通達 

 （災害現場活動の原則） 

第１８条 災害現場活動は、災害による被害を軽減することを目的とし次に掲げる事 

 項を主眼におかなければならない。 

 (１) 人命の危険排除を優先して活動を行うこと。 

 (２) 現場最高指揮者の統括指揮の下に統制ある活動を行うこと。 

 (３) 各隊相互の連携を密にし、消防機器及び消防対象物の設備を効果的に活用し 

  活動を行うこと。 

 （指揮命令の原則） 

第１９条 災害現場における出動消防隊の指揮は、現場最高指揮者がとるものとする。 

 （指揮者の担当範囲） 

第２０条 現場最高指揮者は、災害現場において災害の状況に応じ、下級指揮者に指 

 揮担当範囲を定め指揮をとらせることができる。 

    第２節 警防本部及び現場指揮本部 

 （設置及び解散） 

第２１条 災害時において、部隊の効率的運用を図り、かつ、消防活動を的確に実施 

 対応するため消防長又は現場最高指揮者は、必要に応じて警防本部及び現場指揮本 

 部の全部又は一部を設置するものとする。 

２ 警防本部の編成は、別図第２のとおりとする。 

３ 消防長又は現場最高指揮者は、消防活動の推移により警防本部又は現場指揮本部 

 の規模を縮小することができる。 

４ 消防長は、特異な災害の発生その他の事由により特に必要と認めるときは、第２ 

 項に定める以外の指揮体制を編成することができる。 

５ 警防本部又は現場指揮本部は、消防活動終了後、消防長又は現場最高指揮者の解 

 散宣言をもって解散する。 

 （災害対策本部との併置） 

第２２条 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づく災害対策本部が設置さ 

 れた場合でも、消防機関の実動、統括組織として警防本部を併置するものとする。 
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 （現場指揮本部） 

第２３条 現場指揮本部は、災害防止対策等防ぎょ手段の決定及び部隊の指揮統括を 

 行うものであり、災害時には必要に応じ設置しなければならない。 

２ 現場指揮本部の設置場所は、災害又は事故等の現場に近く、災害又は事故等の状 

 況、部隊の行動等を把握できる場所とする。 

３ 現場最高指揮者は、現場指揮本部を設置したときは、その位置その他必要事項に 

 ついてちば消防共同指令センターへ報告するとともに、活動中の部隊に対しても周 

 知し、必要に応じて現場救護所を設置し対応しなければならない。 

 （標識等） 

第２４条 警防本部又は現場指揮本部を設置した場合の標識等は、次のとおりとし、 

 全部又は一部をもって明示又は対応しなければならない。 

 (１) 現場指揮本部旗又は看板 

 (２) 作戦図と消防活動等状況図 

 (３) 回転灯 

 (４) その他必要と認められるもの 

 （任務等） 

第２５条 警防本部及び現場指揮本部で行うべき業務内容は、おおむね次のとおりと 

 する。ただし、担当区分ごとの任務については別図第３のとおりとする。 

 (１) 現場最高指揮者の命令伝達 

 (２) 災害時等の実態把握 

 (３) 消防活動状況の把握及び活動方針の策定 

 (４) 必要資機材の確保 

 (５) 各種情報並びに資料の収集及び整理 

 (６) 災害現場並びに報道機関への対応及び広報 

 (７) 災害対策本部及び関係機関との連絡調整 

 (８) 前各号に掲げるもののほか、現場最高指揮者が必要と認めた事項 

    第３節 火災等災害現場の活動 

 （火災防ぎょ活動の原則） 

第２６条 火災防ぎょ活動は、人命の安全確保を最優先とし、危険要因を排除し、火 

 災の延焼阻止等を主眼とするほか、次に定めるものとする。 

 (１) 先着隊は、延焼危険の最も大きな方向を防ぎょすること。 
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 (２) 後着隊は、各隊相互の連絡を密にして包囲態勢をとることを基本とする。 

 (３) 注水は、効果的に行い水損防止に努めること。 

 （火勢制圧の原則） 

第２７条 火災防ぎょ活動における火勢制圧は、原則的に次に定めるところによる。 

 (１) 火勢に対し消防力が優勢なときは、燃焼物に直接注水を行い一挙に火勢の制 

  圧を図ること。 

 (２) 火勢に対し消防力が劣勢なときは、延焼阻止を主眼に、注水により火勢の制 

  圧を図ること。 

 （水利の統制） 

第２８条 現場最高指揮者は、火災の状況により水利の統制に留意し消防活動の効果 

 を上げるよう努めなければならない。 

 （水利部署の原則） 

第２９条 消防水利部署は、現場最高指揮者の水利統制又は特に指定された場合を除

 き、次に定めるとおりとする。 

 (１) 先着隊は、包囲部署を考慮して火点直近の有効な水利に順次部署すること。 

 (２) 後着隊は、先着隊の使用水利を考慮に入れ水量の豊富な水利に部署すること。 

２ 前項により部署した消防水利が使用不能のときは、有効水利への転進、他隊との 

 連携等必要な措置を執らなければならない。 

 （ホース延長） 

第３０条 ホースの延長は、火災の規模、消防対象物その他現場の状況により延長方 

 法及び経路を速やかに判断し、迅速に行うものとする。 

２ 筒先位置付近には、転進、移動に備え余裕ホースを確保しなければならない。 

 （筒先部署） 

第３１条 筒先部署は、屋内進入を原則とし、次に定めるところによる。 

 (１) 消火効果及び操作上の安全性を考慮した位置を選定すること。 

 (２) 火勢の状況により転進、移動を適切に行うこと。 

 （煙の制御等） 

第３２条 煙の制御は、煙の性状、燃焼状況、風向、風速、建物構造等の状況を考慮 

 し、消防用機器及び消防対象物の施設等を有効に活用するとともに、消防活動に従 

 事する隊員の安全確保及び延焼の防止に留意し、効果的に行わなければならない。 

 （鎮圧及び鎮火の決定） 
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第３３条 鎮圧及び鎮火は、現場最高指揮者が決定する。 

２ 現場最高指揮者は、前項により鎮圧及び鎮火を決定したときは、ちば消防共同指 

 令センターに報告しなければならない。 

 （飛火警戒） 

第３４条 現場最高指揮者は、燃焼状況、気象状況等により飛火警戒の必要があると 

 認めるときは、部隊の一部に飛火警戒を命ずるものとする。 

２ 飛火警戒は、風向、風速及び消防対象物の状況を考慮し、最も危険と判断される 

 場所を中心として必要な広報を行うとともに、飛火による延焼防止に努めなければ 

 ならない。 

 （消防警戒区域） 

第３５条 現場最高指揮者は、消防警戒区域を設定する必要があると認めるときは、 

 次により警戒区域を設定し、区域内からの住民の退去等必要な措置を執らなければ 

 ならない。 

 (１) 警戒区域は、住民等の行動が消防活動に支障を及ぼすおそれのある範囲及び 

  二次的災害が発生するおそれのある範囲とすること。 

 (２) 警戒区域には、資器材を用いて設定区域を表示し、必要箇所には警戒人員を 

  配置すること。 

２ 現場最高指揮者は、前項の規定により設定した警戒区域を災害の推移に応じて拡 

 大、縮小又は解除しなければならない。 

３ 現場最高指揮者は、必要に応じて消防警戒区域の設定及び警戒人員の配置につい 

 て、警察官に協力を求めることができる。 

 （火災警戒区域） 

第３６条 消防長又は現場最高指揮者は、可燃性ガス、火薬又は危険物の漏えい若し 

 くは飛散等により、火災警戒区域を設定する必要があると認めるときは、前条の規 

 定を準用して迅速に警戒区域を設定し災害広報を行うとともに、区域内における火 

 気の使用禁止、住民等に対する避難指示、区域内への進入禁止その他必要な措置を 

 執り、二次的災害の発生防止に努めなければならない。 

 （現場交替） 

第３７条 現場最高指揮者は、消防活動が長時間にわたる等により必要と認めた場合 

 は、隊員の現場交替措置をとるものとする。 

 （再燃防止） 
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第３８条 現場最高指揮者は、残火処理を適切に行い直ちに残火処理チェックカード 

 （別記第11号様式）を作成するとともに、再燃防止を徹底するため、必要な消防隊 

 を現場に待機させるほか、現場付近の関係者に協力を要するものとする。 

２ 現場最高指揮者は、再燃防止のため必要あると認めたときは、当該対象物の関係 

 者等に対し、再燃防止の説示書（別記第12号様式）を交付しなければならないもの 

 とする。 

 （補給等） 

第３９条 現場最高指揮者は消防活動の状況により必要があると認めたときは、隊員 

 に対し、非常食、飲料水、燃料等の補給を命じ、又は休養を与えるものとする。 

 （現場保存） 

第４０条 消防活動に従事する消防隊は、災害調査等に必要と認められる現場の保存 

 及び証拠の保全に努めなければならない。 

 （現場引揚げ） 

第４１条 災害に出動した消防隊の引揚げは、現場最高指揮者の指示によらなければ 

 ならない。 

２ 前項の規定により消防隊が災害現場を引揚げるときは、隊員の掌握機械器具等の 

 確認等、現場点検を迅速に行わなければならない。 

 （応援出動） 

第４２条 香取市、多古町、東庄町以外の市町村への消防隊等の応援出動は、隣接市 

 町村との応援協定、千葉県広域消防相互応援協定成田国際空港消防相互応援協定、 

 東関東自動車道及び新空港自動車道消防相互応援協定書、その他関係法令の規定に 

 基づき行うものとする。 

 （帰署所後の措置） 

第４３条 災害に出動した消防隊等は、帰署（所）後、速やかに消防機器の点検整備 

 を行い出動体制を整えなければならない。 

 （出動報告） 

第４４条 次の各号に掲げる火災及び警防活動（災害）等に出動した部隊の長は、災 

 害出動報告書（別記第13号様式）を作成し、消防長に報告しなければならない。た 

 だし救急・救助に関する報告は別に定めるところによる。 

 (１) 火災のうち出動規模が第2出動以上であった場合 

 (２) 死者が発生した火災 
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 (３) 火災・災害即報基準に該当するもの 

 (４) 上記に該当しない災害であっても、社会的影響度が高いと認められる場合 

    第４節 救急活動 

 （救急活動） 

第４５条 救急業務に起因する活動については、別に定める救急活動に関する諸規程 

 によるものとする。 

    第５節 救助活動 

 （救助活動） 

第４６条 救助業務に起因する活動については、別に定める救助活動に関する諸規程 

 によるものとする。 

   第８章 消防訓練 

 （消防訓練の種別） 

第４７条 消防訓練は、次の８種とする。 

 (１) 総合訓練 

 (２) 出動訓練 

 (３) 走行（操縦）訓練 

 (４) 放水訓練 

 (５) 救急訓練 

 (６) 救助訓練 

 (７) 水防訓練 

 (８) 通信訓練 

２ 総合訓練は、前項第２号から第８号までの訓練を総合的に包含し、計画的に実施 

 しなければならない。 

３ 出動訓練は、出動準備の迅速確実を期するとともに、機械の調整並びに器具及び 

 着装等の点検を行うものとし、定期出動訓練又は不定期出動訓練を計画的に実施し 

 なければならない。 

４ 走行(操縦)訓練は、地水利の周知徹底及び消防車両の運転技術の向上を図るため

 に実施しなければならない。 

５ 放水訓練は、注水技術の向上を図るため吸水装置及び放水操作の迅速確実を期す 

 るとともに、共同連携動作を含めた訓練を実施しなければならない。 

６ 救急訓練は、救急傷病者に対し適切な救急処置を行い、救命率の向上を期するた 
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 めに必要な技術の向上と知識の高揚を図るため計画的に実施しなければならない。 

７ 救助訓練は、人命救助作業の迅速確実を期するため、建物及び物件の利用並びに 

 救助用機械器具の取扱いの習熟により救助技術の修得向上を図るため計画的に実施 

 しなければならない。 

８ 水防訓練は、風水害等の災害による被害を最小限度にとどめるために行うもので、 

 各種の水防工法等について、計画的に実施しなければならない。 

９ 通信訓練は、消防通信の迅速確実な疎通を期するため、有線又は無線の用語及び 

 指令施設を含めた運用技術等の習熟を図るため計画的に実施しなければならない。 

 （訓練の実施） 

第４８条 消防訓練は、次に掲げる区分によるものとし、必要により訓練目的に応じ 

 計画訓練（実施計画を示して行う訓練をいう。）及び随時訓練（実施計画を示さず 

 行う訓練をいう。）に分け実施する。 

 (１) 基本訓練 活動の基礎となる資器材の取扱い及び消防操法等についての訓練 

 (２) 図上訓練 図上における訓練 

 (３) 現地訓練 現地において行う災害現場活動に適した訓練 

２ 署長は、前項の訓練について特殊な訓練を行うときは、消防長に報告するととも 

 に、関係する所属長に連絡するものとする。 

 （訓練計画） 

第４９条 消防訓練の実施に当たっては、あらかじめ訓練計画を策定し署長の決裁を 

 得ておかなければならない。 

 （訓練の記録及び報告） 

第５０条 消防訓練を実施した指揮者は、訓練の内容に関して記録するとともに、速 

 やかに署長に報告しなければならない。 

   第９章 非常参集及び非常招集 

第５１条 香取広域市町村圏事務組合消防職員服務規程（平成18年香取広域市町村圏 

 事務組合訓令第16号）第34条（非常参集）及び第35条（非常招集）に基づき参集す 

 るものとする。尚、非常時における警防体制の強化を図るため、非常招集を発令す 

 る。 

２ 前項の発令は原則として消防長が行う。ただし、緊急を要する場合においては、 

 この限りでない。 

３ 緊急時において、消防長以外の最高責任者が非常招集を発令したときは、速やか 
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 に消防長にその旨を報告しなければならない。 

 （非常招集の区分） 

第５２条 非常招集は、現に勤務している職員以外の職員を対象として次の区分によ 

 り行うものとする。 

 (１) 第１号招集 各出動署所の必要職員及び現場必要職員を招集する場合 

 (２) 第２号招集 約半数の職員を招集する場合 

 (３) 第３号招集 全職員を招集する場合 

 （非常招集の伝達） 

第５３条 非常招集の伝達及び報告・服装・留意事項・解散等については、有線電話 

 をもって所属職員に伝達するものとするが、災害により有線電話による伝達が不可 

 能な場合の方法は消防長が別に定めるものとする。 

 （適用除外職員） 

第５４条 非常招集は、次の各号のいずれかに該当する職員には適用しない。 

 (１) 休職中又は停職中の職員 

 (２) 傷病による休暇で療養中の職員 

 (３) 出張、研修及び派遣中の職員 

 (４) 管外外出及び旅行中の職員 

 (５) その他の事情により消防長が認めた職員 

   第１０章 雑則 

 （消防車両の動態報告） 

第５５条 出動した消防隊の現場最高指揮者は、災害等により出動した消防車両の動 

 態状況を警防本部に報告しなければならない。 

 （現場即報） 

第５６条 現場最高指揮者は、次に掲げる事項を警防本部に即報しなければならない。 

 (１) 災害種別、発生場所及び被災物 

 (２) 災害の程度及び被害の推移の状況 

 (３) 災害発生場所周囲の状況 

 (４) 指揮本部の強化及び消防部隊の増強の要否 

 (５) 死傷者、行方不明者又は要救助者の状況 

 (６) 消防活動の実施内容及び変更 

 (７) 火災警戒区域を設定したとき。 
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 (８) 前各号以外で必要と認める事項 

 （事故報告） 

第５７条 署長は、災害現場活動等において次の各号に該当する事故があったときは、 

 電話その他の方法により即報するほか、直ちに事故対策等の処置をとり、文書をも 

 って消防長に速やかに報告しなければならない。 

 (１) 交通事故を起こしたとき。 

 (２) 隊員が死傷したとき。 

 (３) 消防機械の故障により活動に支障が生じたとき。 

 (４) その他必要と認める事故が発生したとき。 

 （検討会） 

第５８条 署長は、火災防ぎょ等で特異なものについては、香取広域市町村圏事務組 

 合火災防ぎょ検討会実施要綱に基づき、検討会を開き、事後における警防対策、防 

 ぎょ活動等の参考にし、併せて全職員の参考資料に供さなければならない。 

 （消防団との協力） 

第５９条 消防長又は署長は、災害状況等により消防団と相互協力して警防活動をす 

 る必要があると認めるときは、消防団長又はこれに代わる消防団の指揮者に当該災 

 害の防ぎょに関し、必要な指示をするものとする。 

   附 則 

 この訓令は、平成21年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

   附  則（平成31年３月18日訓令第５号）  

 この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

   附  則（令和３年２月25日訓令第３号）  

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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第11号様式（第３８条第1項） 



 

28 

 

第12号様式（第３８条第２項） 
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第13号様式（第４４条） 
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